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平 成 2 6 年 ５ 月 2 9 日 

総務省情報通信政策研究所 

 

 

平成 24・25 年度 民間競争入札実施事業 

総務省情報通信政策研究所の管理・運営業務の実施状況について（案） 

 

 

Ⅰ 事業の概要 

 １．委託業務内容 

総務省情報通信政策研究所の管理・運営に係る業務のうち、施設の点検等及び保守、清掃、執務環

境測定、施設警備を行うものである。 

 

２．業務委託期間 

   平成 24 年４月１日～平成 27 年３月 31 日 

 

３．受託事業者 

   代表企業 日東カストディアル・サービス株式会社 

（運営会社：株式会社 KSP・EAST（平成 25 年７月１日付第一総合警備保障株式会社より名称変更）、

株式会社小川工営） 

 

 ４．受託事業者決定の経緯 

   総務省情報通信政策研究所が実施する施設の管理・運営業務に係る民間競争入札実施要領に基づ

き、入札参加者（３者）から提出された企画書について、情報通信政策研究所市場化テスト評価委員

会設置要綱に定める評価委員会において審査した結果、２者が必要項目の基準を満たしていた。 

   入札価格については、平成 24 年３月６日に開札した結果、２者が予定価格の範囲内であったこと

から、この２者について総合評価を行ったところ、上記の者が落札者となった。 
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Ⅱ 達成すべき管理・運営業務の質の状況及び評価 

  各業務 測 定 指 標 評価 

快適な施設利
用環境 

施設利用者アンケートの中の施設管理・運用への不満

に関する年間指摘率を30％以下とすること。（アンケー

トは、研修終了時に実施。詳細は別紙参照。） 

平成24年度（研修は31コース実施） 

有効回答数：413 

     満足 ：73％ 

     普通 ：25％ 

不満足 ：２％ 

平成25年度（研修は31コース実施） 

有効回答数：439 

     満足 ：77％ 

     普通 ：22％ 

不満足 ：１％ 

なお、不満足の理由は、空調関係が多数を占めている

が、情報通信政策研究所が設定したＣＯ２削減目標に対応

するための空調温度設定によるものが多数であり、受託

事業者の責任によるものではない。 

適 
（別紙のとおり全
項目において不満
足は30％以下） 

停電・空調停
止・断水 

管理、運営業務の不備に起因する全館又は局所的な停

電・空調停止・断水がないこと。 

適 
（発生回数０回）

人身事故（及

び物損事故） 

管理、運営業務の不備に起因する当該施設内での人身

事故（及び物損事故）を発生させないこと。 

適 
（発生回数０回）

 

快適な施設利用環境については、施設利用者アンケートの中の施設管理・運用への不満に関する
年間指摘率が 30％以下（別紙参照）となっており、達成されている。また、停電・空調停止・断水
及び人身事故（及び物損事故）についても発生はなく、いずれの項目も達成されている。 
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Ⅲ 確保すべき水準の達成状況及び評価 

   各業務                       測 定 指 標 評価 

点検等及び保守

業務 

・点検 

指定された業務内容を実施し、建築物等の機能及び劣化

の状態を調査し、異常又は劣化がある場合は、必要に応じ

対応措置を判断し実行すること。 

 

適 

（業務報告書の内

容等から、確実か

つ適切に実施され

たと認められる。

） 

・保守 

 建物等の点検を行い、点検等により発見された建築物等

の不良箇所の修繕や部品交換等により建築物等の性能を

常時適切な状態に保つこと。 

・植栽 

 施設内の植栽及び緑地、屋上庭園を適正に維持し、美観、

衛生上必要な環境確保や保全を図るとともに、安全性の確

保に支障がないようにすること。 

清掃 
 指定された業務内容を実施し、施設内外の汚れを除去し

又は汚れを予防することにより、快適な環境を保つこと。 

執務環境測定 

・空気環境測定 

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」を遵

守し、各測定等を行い、測定の結果、管理基準に適合しな

い場合には、その原因を推定し、研究所の施設管理責任者

に報告を行うこと。 

・照度測定 

施設内の照度については、定期的に計測し、施設の利用

者（研修生、職員）に対して、研修、事務棟に支障がない

ようにすること。 

施設警備 

施設及び敷地内の秩序及び規則を維持し、盗難、破壊等

の犯罪及び火災等の災害の発生を警戒・防止することによ

り、施設利用者（職員、公共サービスの利用者等）の安全

かつ円滑な執務環境の確保や保全を図るとともに、安全を

守ることを目指し、誠意をもって行うこと。 

 

達成すべき管理・運営業務の質及び確保すべき水準として設定していた項目について、すべて目標水準

を達成していると評価できる。 
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Ⅳ 実施経費の状況及び評価 

 １．平成 24～25 年度（現民間競争入札実施事業分）、平成 21～23 年度（前民間競争入札実施事業分）

及び平成 20 年度（民間競争入札実施事業前）の実施経費 

 平成 20 年度    （12 か月）    41,374 千円（税抜き） 

   平成 21～23 年度（36 か月）    96,705 千円（税抜き） 

   平成 24～25 年度（24 か月）      60,579 千円（税抜き） 

   平成 24～25 年度（24 か月）の追加業務分を除く金額 59,035 千円（税抜） 

 （補足）追加業務とは、平成 20 年度以降において新たな設備等設置により発生した業務であり、網戸

清掃（設置増加分）、タイルカーペット定期清掃（清掃床面積増）、空調機定期点検及びフィル

ター清掃（設置増加分）、自動ドア点検、貯湯式電気湯沸器定期点検、汚水管・雑排水管高圧洗

浄作業が該当する。 

 

２．「平成 20 年度の実施経費」と「平成 21～23 年度の実施経費×1/3」及び「平成 24～25 年度の実施

経費×1/2」を比較した経費削減効果 

(1) 平成 20 年度に対する平成 21～23 年度の効果 
41,374 千円 － 96,705×(1/3)千円 ＝  9,139 千円（削減率 ▲22.1％） 
 

  (2) ア 平成 20 年度に対する平成 24～25 年度の効果 

41,374 千円 － 60,579×(1/2)千円 ＝ 11,085 千円（削減率 ▲26.8％） 

                    

    イ 平成 20 年度に対する平成 24～25 年度（追加業務分を除く金額）の効果 

41,374 千円 － 59,035×(1/2)千円 ＝ 11,857 千円（削減率 ▲28.7％） 

                    

  (3) ア 平成 21～23 年度に対する平成 24～25 年度の効果 

    96,705×(1/3)千円 － 60,579×(1/2)千円 ＝ 1,946 千円（削減率 ▲6.0％） 

                    

    イ 平成 21～23 年度に対する平成 24～25 年度（追加業務分を除く金額）の効果 

    96,705×(1/3)千円 － 59,035×(1/2)千円 ＝ 2,718 千円（削減率 ▲8.4％） 

                    

 
 ３．評価 

民間競争入札実施事業実施前の平成 20 年度との単年度換算比で 11,084 千円（26.8％）並びに平成 21

～23 年度（前回民間競争入札実施事業分）との単年度換算比でも 1,945 千円（6.0％）の経費削減効果

があったものと評価できる。また、追加業務分を除いた金額で比較すると、平成 20 年度単年度換算比

で 11,857 千円（28.7％）並びに平成 21～23 年度の単年度換算比では 2,718 千円（8.4％）となり一層

の経費削減効果があったものと評価できる。 

 

 

Ⅴ 民間事業者からの改善提案による改善実施事項等 

 １．改善状況等 

受託事業者から、情報通信政策研究所のＣＯ２削減目標を達成するため、施設の冷暖房の稼働状況を

モニターしながら適正な温度及び稼働時間を設定することが効果的であると提案があり、現在もその提

案に基づきＣＯ２削減に向けて作業を実施している。そのことにより、目標値より平成 24 年度は約 12%
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削減及び平成 25 年度は約 3%削減を達成することができた。なお、平成 25 年度においては、閉庁日に庁

舎の改修工事を実施したことに伴い、空調設備の稼働日数が増加したことにより、削減率が減少したも

のである。 

また、平成 25 年度においては、日常作業時に雨水による漏水を発見したとの報告があったため、早

期に修繕工事を実施することができ、施設の保全維持を図ることができた。 

更に、平成 24 年度において、消防設備点検と併せて消防訓練を実施した際に、避難誘導方法等につ

いて受託事業者より提案を受け、改善し、平成 25 年度の訓練において活用した。 

 

２．評価 

情報通信政策研究所の平成 24 年度及び平成 25 年度のＣＯ２削減目標の達成、施設の防火体制や災害

時における避難誘導方法等の改善並びに日常作業時の雨水による漏水の発見による施設の保全維持が

図られたことは、評価できる。 

 

 

Ⅵ 全体的な評価 

 １．評価の総括 

平成 24 年度から平成 26 年度の 3 年間について、平成 21 年度から平成 23 年度まで実施した民間競争

入札実施事業の評価結果を踏まえ、引き続き実施している。 

今回実施の民間競争入札実施事業の作業項目については、前回（平成 21 年度からの実施分）の項目

から追加されている項目（自動ドア点検業務等）もあるが、民間競争入札事業導入前及び前回実施分に

比べ経費削減や管理・運営業務の質が高まるなどの効果があったと評価できる。 

また、民間事業者からの改善提案等から、防火体制や災害時における避難誘導方法等の改善、ＣＯ２

削減目標の達成及び施設の保全維持が図られるなど効果があったと評価できる。 

 

２．今後の方針 

平成 25 年度を終了した段階において、受託民間事業者が業務改善指示を受けることや業務に係る法

令違反行為はなく、並びに達成すべき質及び確保すべき水準として設定していた項目について、すべて

目標水準を達成しており、経費削減にも効果を上げている。また、当研究所においては、外部有識者に

より、当研究所施設の管理・運営業務の実施に関し、民間競争入札実施要項の作成に関する事項、落札

者の選定及び事業評価に至る過程について審議し、意見を具申する機能を有する市場化テスト評価委員

会の設置もなされていることから、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」（平

成 26 年 3 月 19 日）に基づく「新プロセス」に移行した上で、今後も引き続き多様な民間事業者による

民間競争入札を実施することとしたい。なお、次期業務の実施に当たっては、平成 26 年度より、統計

研修所との施設共同利用が実施されたことに伴い、民間競争入札実施事業の作業量の増加が見込まれる

ところであるが（平成 26 年度における増加分は別途契約）、その点を考慮しても、包括化することに

よりサービスの質の向上及び単年度契約に比べ経費削減等が見込まれるものである。 
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別紙 

アンケート結果一覧表 

 平成 24 年度：453 人（対象者数）、413 人（回答者数）、91.2％（回収率） 

 平成 25 年度：455 人（対象者数）、439 人（回答者数）、96.5％（回収率） 

設 問 
評  価 

年度 満足 普通 不満足 

施設（宿泊棟を除く）の清掃 
平成 24 年度 89％ 11％ ０％ 

平成 25 年度 92％ ８％ ０％ 

施設（宿泊棟を除く）の空調・

温度管理 

平成 24 年度 54％ 41％ ５％ 

平成 25 年度 56％ 38％ ６％ 

中庭、屋上庭園等の植栽の管理

状況 

平成 24 年度 57％ 42％ １％ 

平成 25 年度 57％ 43％ ０％ 

昼間勤務監視員の対応 
平成 24 年度 85％ 15％ ０％ 

平成 25 年度 89％ 11％ ０％ 

夜間勤務監視員の対応 
平成 24 年度 88％ 12％ ０％ 

平成 25 年度 91％  9％ ０％ 

施設（宿泊棟）の清掃 
平成 24 年度 84％ 15％ １％ 

平成 25 年度 87％ 12％ １％ 

施設（宿泊棟）の空調・温度 

管理 

平成 24 年度 53％ 41％ ６％ 

平成 25 年度 66％ 31％ ３％ 

合 計 
平成 24 年度 73％ 25％ ２％ 

平成 25 年度 77％ 22％ １％ 

 


